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訂

正

月 

 
訂正後 

 
訂正前 

 

 
変更理由 

7 月 （定義） 

第 1 条 

（1）～（14）省略 

（15） 「実施」（ただし、第８条第１項及び第 11 条第６項において使用されるものに限る。）とは、

特許法第２条第３項に定める行為、実用新案法第２条第３項に定める行為、意匠法第２条第２項

に定める行為、半導体集積回路の回路配置に関する法律第２条第３項に定める行為、種苗法第２

条第５項に定める行為、著作権法第 21 条から第 28 条に定める権利に基づく利用行為並びにノウハウ

を使用する行為をいう。 

以下省略 

 

（秘密保持） 

第 15 条 甲及び乙は、（i）本研究開発の実施にあたり相手方より開示を受け又は知り得た相手方の

情報であって、相手方が本研究開発外において独自に保有していた、又は保有するに至った情報のうち相

手方より秘密である旨の書面による明示があった情報及び（ii）本研究開発の実施中に発生した情報の

うち相手方と秘密にすることを書面にて合意した情報（ただし、第１条第 11 号ウに定めるノウハウとしても

指定された情報の秘匿期間については、第 11 条第４項及び第５項に定める取扱いに従うものとす

る。）（以下「秘密情報」という。ただし、対象データ及び派生データは秘密情報に含まれないものとし、こ

れらの取扱いは第 12 条の２に従うものとする。）について、相手方の事前の書面による同意がなければ、

これを第三者に開示・漏洩してはならない。また、相手方の事前の書面による同意により第三者に開示す

る場合、当該開示を行う当事者は、自身が本契約に基づき負う秘密保持義務と同内容及び同程度の

秘密保持義務を、当該第三者に対して負わせるものとする。 

以下省略 

 

（定義） 

第 1 条 

（1）～（14）省略 

（15） 「実施」（ただし、第８条第１項及び第 11 条第７項において使用されるものに限る。）とは、

特許法第２条第３項に定める行為、実用新案法第２条第３項に定める行為、意匠法第２条第２項

に定める行為、半導体集積回路の回路配置に関する法律第２条第３項に定める行為、種苗法第２

条第５項に定める行為、著作権法第 21 条から第 28 条に定める権利に基づく利用行為並びにノウハウ

を使用する行為をいう。 

以下省略 

 

（秘密保持） 

第 15 条 甲及び乙は、（i）本研究開発の実施にあたり相手方より開示を受け又は知り得た相手方の

情報であって、相手方が本研究開発外において独自に保有していた、又は保有するに至った情報のうち相

手方より秘密である旨の書面による明示があった情報及び（ii）本研究開発の実施中に発生した情報

のうち相手方と秘密にすることを書面にて合意した情報（ただし、第１条第 11 号ウに定めるノウハウとして

も指定された情報の秘匿期間については、第 11 条第５項及び第６項に定める取扱いに従うものとす

る。）（以下「秘密情報」という。ただし、対象データ及び派生データは秘密情報に含まれないものとし、こ

れらの取扱いは第 12 条の２に従うものとする。）について、相手方の事前の書面による同意がなければ、

これを第三者に開示・漏洩してはならない。また、相手方の事前の書面による同意により第三者に開示す

る場合、当該開示を行う当事者は、自身が本契約に基づき負う秘密保持義務と同内容及び同程度の

秘密保持義務を、当該第三者に対して負わせるものとする。 

以下省略 

 

 

第11 条の項番号変

更に伴う修正漏れ。 

    

 


